
参照条文 

電気通信事業法（抄） 

 

（秘密の保護）  

第四条  電気通信事業者の取扱中に係る通信の秘密は、侵してはならない。  

２ 電気通信事業に従事する者は、在職中電気通信事業者の取扱中に係る通信に関して知り得

た他人の秘密を守らなければならない。その職を退いた後においても、同様とする。 

 

第百七十九条  電気通信事業者の取扱中に係る通信（第 164条第３項に規定する通信を含む。）

の秘密を侵した者は、２年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。  

２ 電気通信事業に従事する者が前項の行為をしたときは、３年以下の懲役又は２百万円以下

の罰金に処する。  

３ 前２項の未遂罪は、罰する。  

 

 

特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（抄） 

 

（定義）  

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一 特定電気通信 不特定の者によって受信されることを目的とする電気通信（電気通信事

業法（昭和五十九年法律第八十六号）第二条第一号 に規定する電気通信をいう。以下この

号において同じ。）の送信（公衆によって直接受信されることを目的とする電気通信の送信

を除く。）をいう。 

  （以下略） 

（発信者情報の開示請求等）  

第四条 特定電気通信による情報の流通によって自己の権利を侵害されたとする者は、次の各

号のいずれにも該当するときに限り、当該特定電気通信の用に供される特定電気通信設備を

用いる特定電気通信役務提供者（以下「開示関係役務提供者」という。）に対し、当該開示関

係役務提供者が保有する当該権利の侵害に係る発信者情報（氏名、住所その他の侵害情報の

発信者の特定に資する情報であって総務省令で定めるものをいう。以下同じ。）の開示を請求

することができる。 

一 侵害情報の流通によって当該開示の請求をする者の権利が侵害されたことが明らかであ

るとき。 

二 当該発信者情報が当該開示の請求をする者の損害賠償請求権の行使のために必要である

場合その他発信者情報の開示を受けるべき正当な理由があるとき。 

２ 開示関係役務提供者は、前項の規定による開示の請求を受けたときは、当該開示の請求に

係る侵害情報の発信者と連絡することができない場合その他特別の事情がある場合を除き、

開示するかどうかについて当該発信者の意見を聴かなければならない。 
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３ 第一項の規定により発信者情報の開示を受けた者は、当該発信者情報をみだりに用いて、

不当に当該発信者の名誉又は生活の平穏を害する行為をしてはならない。 

４ 開示関係役務提供者は、第一項の規定による開示の請求に応じないことにより当該開示の

請求をした者に生じた損害については、故意又は重大な過失がある場合でなければ、賠償の

責めに任じない。ただし、当該開示関係役務提供者が当該開示の請求に係る侵害情報の発信

者である場合は、この限りでない 

 

 

大阪市個人情報保護条例（抄） 

(収集の制限) 

第６条 省 略 

２ 省 略 

３ 実施機関は、個人情報を収集しようとするときは、本人から収集しなければならない。た

だし、次の各号のいずれかに該当するときは、この限りでない。 

 (1) 法令等に定めがあるとき 

 (2) 本人の同意があるとき 

 (3) 出版、報道等により公にされているとき 

 (4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められると 

 き 

 (5) 所在不明、心神喪失その他の事由により本人から個人情報を収集することが困難なと 

  き 

 (6) 争訟、選考、指導、相談、交渉その他の事務又は事業を遂行するために個人情報を収 

集する場合において、本人から当該個人情報を収集したのでは当該事務若しくは事業の目

的を損ない、又は当該事務若しくは事業の公正若しくは円滑な遂行に著しい支障が生ずる

と認められるとき 

(7) 本市の他の機関若しくは国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独立行政法人若

しくはこれらに準ずる団体から個人情報の提供を受けることが事務若しくは事業の遂行上

やむを得ないと認められる場合又は第三者から個人情報を収集することが公益上必要と認

められる場合において、本人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認められるとき 

４ 実施機関は、第２項第２号又は前項第６号若しくは第７号の規定により個人情報を収集し

ようとするとき（争訟、選考、指導、相談又は交渉を行うために第三者から第２項に規定す

る個人情報以外の個人情報を収集しようとするときを除く。）は、あらかじめ大阪市個人情報

保護審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴かなければならない。ただし、急を要する

ときその他実施機関が事務又は事業の遂行に支障が生ずると認めるときは、この限りでない。 

５ 実施機関は、前項ただし書の規定により審議会の意見を聴かないで個人情報を収集したと

きは、速やかにその旨を審議会に報告しなければならない。この場合において、審議会は当

該実施機関に対し、当該報告に係る事項について意見を述べることができる。 
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（利用及び提供の制限） 

第 10条 実施機関は、事務の目的の範囲を超えて保有個人情報を当該実施機関の内部で利用し、

又は保有個人情報を当該実施機関以外のものに提供してはならない。ただし、次の各号のい

ずれかに該当するときは、この限りでない。 

(1) 法令等に定めがあるとき 

(2) 本人の同意があるとき又は本人に提供するとき 

(3) 出版、報道等により公にされているとき    

(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められるとき    

(5) 実施機関の内部で利用し、又は当該実施機関以外のものに提供することに相当の理由が

あると認められる場合において、本人の権利利益を不当に侵害するおそれがないと認めら

れるとき 

2 第 6条第 4項及び第 5項の規定は、前項第 4号又は第 5号の規定により保有個人情報を利用

し、又は提供しようとする場合について準用する。 


